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情報公開答申第９９号                               

答   申 

 

第１ 山口県情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）の結論 

   山口県警察本部長（以下「実施機関」という。）が令和４年（2022年）６月１７日

付け山口刑企第２３２号で行った公文書の部分開示決定（以下「本件処分」という。）

のうち、別表の「審査会が開示すべきと判断した部分」欄に掲げる部分は開示すべき

であるが、その余の判断は妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 公文書の開示請求 

  審査請求人は、令和４年（2022年）５月２日付けで実施機関に対し、山口県情報公

開条例（平成９年山口県条例第１８号。以下「条例」という。）第６条の規定により、

「山口県警察捜査指揮要綱、山口県警察犯罪事件等管理要綱」の開示請求（以下「本

件請求」という。）を行った。 

 

２ 公文書の特定 

実施機関は、本件請求に係る公文書（以下「本件公文書」という。）として、以下

のとおり特定した。 

(1) 山口県警察捜査指揮要綱 

文書１ 山口県警察捜査指揮要綱の制定について（例規通達） 

（平成１１年１１月２４日付け山口刑捜一第１４６８号ほか） 

文書２ 山口県警察捜査指揮要綱の一部改正について（例規通達） 

（平成１７年３月２９日付け山口刑企第１２９号） 

文書３ 山口県警察捜査指揮要綱の一部改正について（例規通達） 

（平成１７年８月２５日付け山口刑企第２９６号ほか） 

文書４ 山口県警察捜査指揮要綱の一部改正について（例規通達） 

（平成２４年７月６日付け山口刑企第４７７号） 

文書５ 山口県警察捜査指揮要綱の一部改正について（例規通達） 

（令和２年１２月１０日付け山口刑企第４３３号） 

(2) 山口県警察犯罪事件等管理要綱 

文書６ 山口県警察犯罪事件等管理要綱の制定について（例規通達） 

（平成２３年１２月１日付け山口刑企第６８６号ほか） 

 

３ 実施機関の処分 

実施機関は、令和４年（2022年）６月１７日付け山口刑企第２３２号で、本件公文

書に係る本件請求について本件処分を行うとともに、その旨を審査請求人に通知した。 

 

 ４ 審査請求 

   審査請求人は、本件処分を不服として、令和４年（2022年）６月２９日付けで行政



2 

 

不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づく審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件処分の取消しを求めるというものである。 

 

 ２ 審査請求の理由 

（省略） 

 

３ 実施機関の理由説明に対する意見 

（省略） 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

（省略） 

 

第５ 審査会の判断 

 １ 本件公文書について 

   本件公文書は、上記第２の２のとおりであり、山口県警察捜査指揮要綱（以下「指

揮要綱」という。）は、規範の規定に基づき、山口県警察本部長が直接指揮すべき事

件及び事項並びに捜査主任官の指名等について必要な事項を定め、また、山口県警察

犯罪事件等管理要綱は、山口県警察において受理し、又は認知した犯罪事件等の管理

について必要な事項を定めており、これらの制定又は一部改正に係るものであること

から、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書等であって、当該実施機関

の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているものであり、条例

第２条第２項に規定する「公文書」に該当する。 

 

２ 条例第１１条第４号について 

   条例第１１条は、実施機関は、同条第４号に規定する「公開することにより、犯罪

の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支

障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報」は開

示をしないことができるとしている。 

これは、公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれのある情報を非開示とす

ることを定めたものである。 

「公共の安全と秩序の維持」とは、犯罪の予防・捜査等に代表される刑事法の執

行を中心としたものに限定する趣旨である。 

なお、「支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由が

ある情報」と規定しているのは、同号に規定する情報に該当するかどうかの判断に当

たっては、実施機関の裁量を尊重するという趣旨で、つまり、同号に規定する情報の

開示・非開示の判断には、犯罪等に関する将来予測としての専門的・技術的判断を要

するなどの特殊性があることから、司法審査の場においては、裁判所は実施機関の一
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次的判断を尊重し、その判断が合理性を持つ判断として許容される限度内のものであ

るかどうかを審理・判断するにとどまるものであることを明確にしたものであるとさ

れている。 

また、同号に該当する情報の具体例としては、犯罪の捜査の事実等に関する情報、

犯罪の捜査等の手段、方法、体制等に関する情報などが考えられている。 

 

３ 条例第１１条第４号該当性について 

   本件公文書をインカメラ審理により実際に見分したところ、文書１～６のうち、文

書３及び文書６は全て開示している一方で、文書１、文書２、文書４及び文書５は一

部を非開示としていることから、これら非開示とした情報の条例第１１条第４号の該

当性を検討した。 

(1) 文書１ 

警察本部長から警察の各部長及び所属長に対して発出された指揮要綱の制定に

係る通達に関する公文書であり、「鑑文」、「指揮要綱本文」、指揮要綱第２の

１(1)に基づき警察本部長が指揮すべき事件（本部長指揮事件）を定めた「別表第

１」、指揮要綱第２の１(2)に基づき警察本部長が直接指揮すべき事項を定めた

「別表第２」、指揮要綱第２の２に規定される警察署長が本部長指揮事件の発生

を認知した場合に当該事件に関する疎明事実及び指揮を受けようとする事項を明

らかにするための本部長事件指揮簿である「別記第１号様式」及び「別記第２号

様式」（なお、指揮要綱第２の２ただし書において、特定の違反事件に関しては、

別記第１号様式ではなく、別記２号様式によるものとされている。）、指揮要綱

第３の４(1)に規定される署長事件指揮簿である「別記第３号様式」、指揮要綱第

３の４(1)アに規定される簡易事件指揮簿である「別記第４号様式」及び指揮要綱

第４の３(1)に規定される捜査主任官指名簿である「別記第５号様式」で構成され

ている。 

そして、非開示としているのは、本部長指揮事件を定めた「別表第１」に関す

る内容（うち、「別表第１」中の「別表第１（第２関係）」及び「本部長指揮事

件」という表記は開示している。）及び指揮要綱第２の２本文中並びに別記第２

号様式中において特定の違反事件の種別が推認される部分（なお、当該推認され

る違反事件は「別表第１」に掲げる事件の一つに関わることが確認できる。）で

あるが、当該非開示とした情報については、重大事件として警察本部長が直接指

揮すべき事件である本部長指揮事件の様態に関する情報であることが認められ、

実施機関が主張するとおり、公開することにより、警察がどのような事件に対し

てより強力な捜査体制を敷くかが推認でき、これらの情報が明らかとなると、犯

罪を企図する者等に有意な情報を与え、これに応じた対抗措置を講じられるおそ

れがあることが認められる。 

また、これら非開示とした情報は、警察の「犯罪捜査の体制」に関する情報で

あるといえ、条例第１１条第４号に該当する情報の具体例としては、「犯罪の捜

査等の手段、方法、体制等に関する情報」等が考えられ、さらに本号に規定する

情報に該当するかどうかの判断に当たっては、実施機関の裁量を尊重するという
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本号の規定の趣旨を踏まえると、実施機関の判断は合理性を持つ判断として許容

される限度内のものであり、「公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれが

あると実施機関が認めるにつき相当の理由がある情報」として、条例第１１条第

４号に該当することから、非開示が妥当である。 

(2) 文書２、文書４及び文書５ 

いずれも警察本部長から警察の各部長及び所属長に対して発出された文書１の

指揮要綱の一部改正に係る通達に関する公文書であり、文書２及び文書４は、

「鑑文」と「別表第１に関する新旧対照表」で構成され、また文書５は、「鑑文」

と改正後の「別表第１」、「別表第２」及び「別記第５号様式」で構成されてい

る。 

そして、非開示としているのは、文書１と同様に、本部長指揮事件を定めた

「別表第１」の内容に関する部分であるが、文書２中の「別表第１に関する新旧

対照表」においては、改正後及び改正前の「別表第１」の内容全てを非開示とし

ている一方で、上述のとおり文書１では「別表第１」中の「別表第１（第２関

係）」及び「本部長指揮事件」という表記は開示しており、また文書４及び文書

５における当該部分も同様に開示していることから、文書２中の「別表第１に関

する新旧対照表」における当該部分は開示すべきである。 

なお、その余の非開示としている情報は、文書１と同様の理由により、条例第

１１条第４号に該当することから、非開示が妥当である。 

 

４ 結論 

以上の理由により、第１の審査会の結論のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の審査経過等 

別紙のとおり 
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別表 

文書番号 審査会が開示すべきと判断した部分 

文書２ 

「別表第１に関する新旧対照表」中の下記の表記 

・別表第１（第２条関係） 

※なお、(第２条関係）は(第２関係）の誤りであると思料 

・本部長指揮事件 
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別紙 

審査会の審査経過等 

年  月  日 経         過 

令和４年  ９月２１日 実施機関から諮問を受けた。 

令和５年   ８月３日 事案の審議を行った。 

令和５年 １０月２６日 事案の審議を行った。 

令和６年  ２月２０日 事案の審議を行った。 

令和６年  ３月２２日 事案の審議を行った。 
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（参考） 

山口県情報公開・個人情報保護審査会委員名簿 

 

 

（五十音順・敬称略）  

 氏  名 役 職 名 備  考 

井 竿 富 雄 山口県立大学教授 第二部会部会長 

石 原 詠美子 弁護士 第二部会 部会長職務代理者 

松 本 香代子 司法書士  

（令和６年３月２２日現在）   

 


